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有限会社信力工建さまによる「DX宣言書」策定について 

 

 

西京銀行は、持続可能な社会の実現に向け、地元事業者さまのデジタル化・DX 化への取

り組みをサポートする「さいきょう DX宣言書・DX戦略策定コンサルティングサービス」の

提供を行っています。 

このたび、当サービスを通じて、有限会社信力工建（本社：山口県宇部市 代表取締役 磯

﨑 力）さまが DX宣言書を策定されましたので、お知らせします。 

 

企業概要 

会 社 名 有限会社信力工建 

所 在 地 山口県宇部市大字川上 697番地の 57 

代 表 者 磯﨑 力 

デジタル化・DX 化

へ の 取 り 組 み 

20 年以上にわたり、鉄骨工事のプロフェッショナルとして地

域の発展に貢献してきました。 

今後は、最先端のデジタル技術を積極的に活用し、これまで培

ってきた経験や専門知識を着実に継承してまいります。 

また、従業員一人ひとりが働きやすく、誇りを持てる職場環境

の整備にも取り組み、IT・DX分野において業界をリードする専門

工事会社を目指してまいります。 

U R L https://sinriki.com/ 

※有限会社信力工建さまの DX宣言書については、別紙をご参照ください。 

 

西京銀行は、引き続き地元の課題解決ニーズに幅広く、きめ細かくお応えし、「地域の皆

さまのお役に立つ銀行」を目指してまいります。 

 

◆本件に関するお問い合わせ 

西京銀行 ビジネスコンサルティング部 DX推進室（担当：秋吉） 

TEL：070-2355-0373 



有限会社信力工建
　代表取締役　磯﨑　力

DX宣言書

経営理念

「安全衛生管理、活動を日々活発化させ、あらゆる状況に即応し、的確な安全衛生管理を行

う事により、事故・災害の撲滅を図るよう社員全員が協力し労働災害ゼロ職場を樹立する」

戦略　：　「ＤＸ推進に向けた計画策定・体制整備とバックオフィス業務のデジタル化」

施策　▪　現状の業務プロセスを可視化し、課題を洗い出したうえで、具体的な実行計画を策定します

        ▪　実行計画を推進するため、ＤＸ推進責任者および担当者を任命し、社内の推進体制を整備します

　      ▪　各種帳票のペーパレス化と社内プラットフォームの構築により、バックオフィス業務をデジタル化

             することで業務効率化を推進します

        ▪　オンライン会議の活用および一部業務をリモートワーク可能とする社内体制を整備することで、

             従業員の柔軟な働き方をサポートします

DXビジョン（２～３年後にありたい姿）

◆　最先端のデジタル技術やＡＩ等を活用して業務の効率化と高度化を図り、顧客満足度の向上と

     持続的な企業成長を実現します

◆　従業員が働きやすく誇りを持てる環境を整え、専門工事会社としてIT・DX分野で業界をリードする

     存在を目指します

DX戦略・施策

➣フェーズ１（現在～２０２６年３月）

戦略　：　「原価管理・工程管理等基幹業務のデジタル化・標準化による生産性向上」

施策　▪　原価管理・工程管理業務のデジタル化と標準化を推進することで、属人化を解消し、誰もが対応

             可能な業務体制を構築します

        ▪　業務マニュアルや施工手順書等を刷新・動画化し、ダッシュボード等を活用して社内で共有し、

             現場データの可視化と業務改善を実現します

➣フェーズ2（２０２６年４月～２０２７年３月）

戦略　：　「蓄積したデータの活用による経営判断の精度向上と、企業価値向上に伴う選ばれる企業づくり」

施策　▪　蓄積された進捗管理・原価・工数などの業務データを横断的に分析し、予実管理・収益性分析・

             提案精度の向上といった経営・現場の意思決定に活用します

        ▪　生成AI等の先端技術を取り入れることで、業務の質やスピードを高め、企業価値向上を図ります

➣フェーズ3（２０２７年４月～２０２８年３月）

ＤＸ推進体制

 ▪　専務取締役がＤＸ推進における統括責任者を務め、全社的に推進します

 ▪　業務部門からＤＸ推進責任者を任命し、ＤＸ戦略・施策実行の中心的役割を担います

ＤＸ推進目標

▪　ＤＸ推進体制の整備 ：　完了（～２０２6年３月）

▪  デジタル技術の活用による業務時間削減率　：　２０２４年度比 ５０％削減（～２０２８年３月）

▪　業務環境の整備に伴う従業員満足度(ＥＳ)向上率　：　２０２４年度比 ３０％向上（～２０２８年３月）


